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第１節 海上災害応急対策 

（関係機関：泉州南消防組合、自衛隊、漁港管理事務所、大阪港湾局、泉佐野警察署、岸和田海上保

安署、近畿地方整備局、泉佐野漁業協同組合、北中通漁業協同組合） 
 

関係機関は、大阪湾沿岸及びその地先海域において、タンカー及び貯油施設等の事故により大

量の油の流失や火災が発生し、又は発生のおそれのある場合に、その拡大を防止し被害の軽減を

図るため各種対策を実施するものとする。 

 

１．通報連絡体制 【本部運営班】 

事故の発生及びそれに伴う災害の状況等の通報は、次により行う。 

（１）通報系統 

 

図 通報系統 

（２）通報事項 

ア．船名、総トン数、乗組員数、流出油等の種類及び量、又は、施設名、流出油等の種類及

び量 

イ．事故発生日時及び場所 

ウ．事故の概要 

エ．気象、海象の状況 

 

発見者 

事故船舶 

関係事業者 

第五管区海上保安本部 

大阪海上保安監部 

近畿運輸局 

消防庁 

大阪府危機管理室 

泉佐野市 

泉佐野警察 

漁業協同組合 

船舶 

 
海上自衛隊 

関西空港海上保安航空基地 

近畿地方整備局 

岸和田海上保安署 

海 上 保 安 庁 

泉州南消防組合 

大阪港湾局 
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オ．流出油等の状況 

カ．今後予想される災害 

キ．その他必要な事項 

 

２．災害広報 【本部運営班、機動班】 

（１）船舶への周知 

第五管区海上保安本部及び港の管理者等は、流出油等による災害が発生し、又は災害の波及

が予想される場合は、海上における船舶の安全を図るため、災害の状況及び安全措置等につい

て、無線、ラジオ、拡声器等により、付近航行の船舶に対し周知に努める。 

 

（２）沿岸住民への周知 

沿岸の関係市町等防災関係機関は、沿岸住民及び施設等に災害が波及し、又は災害の波及が

予想される場合は、住民の安全を図るため、災害の状況及び安全措置等について、広報車等に

より、沿岸住民に対して周知する。 

 

３．事故対策連絡調整本部の設置 【本部運営班】 

ふ頭又は岸壁に係留されたタンカーの事故の場合、市は、関係機関相互の連絡を緊密にし、さ

らに、円滑に応急対策を実施するため必要があるときは、知事と協議し、事故対策連絡調整本部

を設置する。 

（１）構成及び設置場所 

ア．構成 

市、大阪海上保安監部・関西空港海上保安航空基地、近畿地方整備局、近畿運輸局、府、

泉佐野警察、港湾の管理者、自衛隊、事故発生責任機関及びその他関係機関 

イ．設置場所 

大阪海上保安監部・関西空港海上保安航空基地又は事故現場に近い適当な場所若しくは

船艇とする。 

 

（２）事故対策連絡調整本部への報告等 

次の事項について事故対策連絡調整本部へ報告するとともに、関係職員を必要期間常駐させ

必要な調整を図る。 

ア．被害状況、災害応急対策実施状況に関すること。 

イ．その他各機関等が事故対策連絡調整本部へ報告することが適当と認める事項に関するこ

と。 

 

 

４．海上火災 

（１）沿岸に停泊又は航行中の船舶火災対策 

沿岸に停泊又は航行中の船舶火災については、岸和田海上保安署が消火活動にあたる。 
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（２）係留中の船舶火災対策 

係留中の船舶火災については、消防機関が、岸和田海上保安署、泉佐野警察署、大阪水上警

察署佐野港派出所その他の協力の元に、次のとおり消火活動、安全対策を行う。 

ア．海上（消防艇）及び陸上（泉州南消防組合）からの消火活動 

イ．危険物取扱施設及び付近住家への延焼防止のため、必要により曳船等の措置 

ウ．消火活動に支障をきたさないための立入禁止区域の設定、付近住民の避難措置 

なお、火災が大規模で十分に対処できないと判断するときは、消防相互応援協定に基づき関

係消防本部の消防車、消防艇、ヘリコプター等の応援を求める。 

 

５．流出油等対策 【環境衛生班、本部運営班】 

（１）大阪湾における流出油等対策 

大量の油等が海上に流出したときは、応急措置義務者（原因者）が応急措置を行い付近にい

る者や船舶に対し注意喚起を行うほか、第五管区海上保安本部はその周辺海域の警戒を厳重に

し、必要に応じて火災の発生防止、船舶の進入禁止措置、避難指示等を行うものとする。 

防除活動は、防除措置義務者（原因者）が主体となって行うほか、第五管区海上保管本部、

府、市及び防災関係機関等が連携し次の防除作業を実施する。また大阪湾・播磨灘排出油等防

除協議会へ情報伝達を行うものとする。 

ア．避難誘導 

イ．人命救助及び救護作業 

ウ．消化作業 

エ．流出油等の処理作業 

オ．油防除資機材の調達 

カ．流出油等の漂着可能性、漂着時期、漂着量の予測等に関する情報収集 

なお、泉佐野市と不二製油株式会社との間に海上流出油防除協力協定（昭和 50年 4月 1日）

を締結しており、大阪湾に大量の油が流出した場合は、不二製油株式会社に対し流出油防除資

機材の提供を要請する。 

 

（２）佐野漁港（住吉泊地）における流出油対策 

佐野漁港（住吉泊地）において油が流出した場合、総合食品加工センター内の企業は、協同

してオイルフェンスの展張による流出油の拡散防止、及び油処理剤、油吸着剤等による流出油

の除去、並びに流出源の油抜取り等の防除活動を行うとともに、漁港管理事務所、岸和田海上

保安署、泉州南消防組合、泉佐野警察署等関係機関に速報しなければならない。 

連絡を受けた市、泉州南消防組合及び泉佐野警察は、警戒区域の設定、火気使用の制限、沿

岸住民及び報道機関への広報を行うとともに必要な場合は避難命令を発するなど、陸上での二

次災害の防止に努める。 

また、岸和田海上保安署は、航行の制限、漁業関係者及び船舶等への広報を行うなど海上の

警備にあたる。油が大量に流出し、総合食品加工センター内の企業だけでは処理できない場合

又は佐野漁港（住吉泊地）外へ油が流出したときは、関係機関へ速報して応援を求めなければ

ならない。 
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第２節 航空災害応急対策 

（関係機関：泉州南消防組合、自衛隊、大阪航空局関西空港事務所、新関西国際空港株式会社（関西

エアポート株式会社）、日本赤十字社、りんくう総合医療センター、泉佐野泉南医師会、泉佐

野泉南歯科医師会） 

 

本計画は、航空機の墜落等により災害が発生した場合に、その拡大を防御し、被害の軽減を図

るため迅速かつ的確な応急対策を実施するものとする。 

 

１．範囲 

関西国際空港及びその周辺 

（関西国際空港島内で災害が発生した場合には、大阪府石油コンビナート等防災計画による。） 

 

２．航空機事故総合対策本部等の設置 【本部運営班】 

関西空港事務所長は必要に応じ、関西空港事務所内に航空事故総合対策本部を設置し、事故

処理業務全般にわたる防災関係機関の総合連絡調整、情報の収集・管理、政府対策本部等に対す

る報告・調整等の業務を行い、迅速かつ的確な事故処理を実施する。 

また、新関西国際空港株式会社（関西エアポート株式会社）は、必要に応じ、現地調整本部を

設置し、消火救難・救急医療活動全般に係る防災関係機関相互の連絡・調整及び情報の共有化を

図る。 

 

（１）防災関係機関 

・関西空港事務所  ・泉州南消防組合 

・関西空港海上保安航空基地 ・地元医療機関 

・府   ・日本赤十字社大阪府支部 

・泉佐野警察  ・新関西国際空港株式会社（関西エアポート株式会社） 

・市（地元市町）  ・その他必要と認められる機関 

 

（２）航空機災害対策本部の設置 

市長は、必要に応じ、航空機災害対策本部を設置し、情報収集・伝達を行う。 

ア．設置目的 

航空機事故により災害が発生した場合は、市長は消防長に災害状況等を報告させ、必要

により航空機災害対策本部を設置する。 

イ．設置場所 

本部は、市役所に設置する。ただし、災害の規模に応じた応急対策措置を推進するため

必要な場合は、適当な場所に移動し設置することがある。 

ウ．本部会議事項 

(ｱ) 応急対策に関すること 

(ｲ) 災害復旧に関すること 

(ｳ) 配備体制の決定に関すること 

(ｴ) 自衛隊の派遣要請に関すること 
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(ｵ) 災害救助法の適用に関すること 

(ｶ) その他被害に関する重要な事項 

エ．事務分掌 

事務分掌は、「泉佐野市災害対策本部事務分掌」（資料編：２－３）を準用するものとす

る。ただし、泉州南消防組合の事務分掌については別に定めるものとする。 

３．動員計画 【本部運営班】 

航空機災害応急対策の実施についての動員要領は、次のとおりである。 

（１）動員計画 

航空機災害応急対策の実施についての職員の動員計画は消防職員を主体とし、一般行政職員

については、「泉佐野市災害対策本部配備表」（資料編：２－１）を準用するものとする。ただ

し、泉州南消防組合の動員計画については別に定めるものとする。 

 

（２）動員方法 

航空機災害対策本部が設置されたときは、各部長は配備体制を整え指揮にあたる。 

 

（３）非常参集 

職員は、勤務時間外に航空機災害の発生を知ったときは、速やかに所定の場所に参集しなけ

ればならない。 

 

４．情報通信連絡及び広報 【本部運営班、機動班】 

（１）情報通信連絡系統 

基本経路は別図のとおりとするが、必要に応じ、それぞれの関係機関に必要な事項について

連絡する。また、発見者から通報を受けた機関は、速やかに他の関係機関に連絡する。 

 

（２）災害広報 

航空機災害の広報については、たえず航空機事故総合対策本部と連絡のうえ、その指示によ

り市民に正確な状況を発表するとともに報道機関にも発表し、又被災者収容所や避難場所等も

あわせて広報し、市民が安心して行動できるよう広報活動を実施する。 

ア．広報事項 

(ｱ) 広報車により災害の状況、市民の避難場所等、状況判断のうえ必要に応じて有効かつ

適切な広報を速やかに行うものとする。 

(ｲ) 災害の状況が把握され次第発表するとともに、引続き災害に関する各種情報を定期的

又は必要に応じて発表し、記録保存する。 

 

５．応急活動 【本部運営班、環境衛生班、医療保健班】 

（１）火災防御計画 

航空機災害により火災が発生した場合、化学消防車等により消防活動を重点的に実施する。

災害の規模等が大で、対処できない場合は、府下消防機関に消防相互応援協定に基づく応援を

求める。 
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（２）救出救護計画 

航空機災害により、市民の生命、身体が危険な状態にある者、又は生死不明の状態にある者

に対する救出救護については次のとおりとする。 

ア．救助方法 

罹災者の救出は、消防職員等による救助隊を編成し、警察署と協力して行う。 

救出者については、名簿等を作成し市災害対策本部に連絡を行うものとする。 

イ．関係機関等への要請 

航空機災害が甚大であり、消防機関、警察署、対策本部のみで救助困難な時は、府、泉

佐野警察、隣接消防機関、隣接市町、日本赤十字社大阪府支部等関係機関に協力依頼する

とともに、必要に応じ自衛隊の派遣を要請する。 

ウ．医療機関 

災害時における医療活動は、必要に応じ避難場所等に救護所を設置し、被災者の救護に

あたる。 

りんくう総合医療センターは、新関西国際空港株式会社（関西エアポート株式会社）と

締結している「航空機事故にかかる医療救護活動に関する協定書」等に基づき、相互に協

力し、負傷者に対する医療救護活動を迅速かつ適切に実施するものとする。 

 

（３）避難計画 

航空機災害が発生した場合、危険区域内における住民の生命、身体を災害から保護するため、

安全な地域に避難させるための計画は、「第３編・第４章・第１節 避難誘導」を準用するも

のとする。 

 

（４）遺体の捜索及び処理埋葬計画 

「第３編・第８章・第３節 遺体対策、火葬等」を準用するものとする。 

 

（５）流出油対策計画 

航空機災害により海域に大量の油が流出した場合、「第４編・第１節 海上災害応急対策」

に基づく流出油対策により、流出油の拡散防止等の措置を講ずる。  

 

（６）その他 

その他の応急対策計画については、第３編の各計画に基づき実施する。 



 

 

（別図）緊急時連絡通報体制図 

非常順次通報装置による通報 
関西空港事務所 

大 阪 航 空 局 

関係航空交通管制部 

関西航空地方気象台 

関西空港税関支署 

関 西 空 港 検 疫 所 

当 該 航 空 会 社 

国 土 交 通 省 

関西空港海上保安航空基地 

大阪府警察本部 

入国管理局関西空港支局 

陸 上 自 衛 隊 第 3 師 団 

海 上 自 衛 隊 阪 神 基 地 隊 

海 上 自 衛 第 2 4 航 空 隊 

航空自衛隊中部航空方面隊 

日本赤十字社大阪府支部 

西日本電信電話㈱関西支店 

関西空港警察署 

関西国際空港消火救難協力隊 

泉 州 南 消 防 組 合 

関 係 消 防 機 関 

泉佐野市・田尻町・泉南市・阪南市・岸和田

市 

大阪府救急医療情報センター 

りんくう総合医療センター 

大阪府泉州救命救急センター 

泉佐野泉南医師会 

貝 塚 市 医 師 会 

岸 和 田 市 医 師 会 

新関西国際空港㈱ 
（関西エアポート(株)） 

大 阪 府 医 師 会 

救 急 告 示 病 院 

三 次 救 急 病 院 

幹 事 航 空 会 社 

ﾊ ﾝ ﾄ ﾞ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ 会 社 

A O C 事 務 局 

当 該 航 空 会 社 

大阪府赤十字血液センター 

大阪府歯科医師会 

大 阪 航 空 局 

国 土 交 通 省 

大阪府空港・広域
インフラ課 

市 立 堺 病 院 

西 日 本 高 速 道 路 ㈱ 

関西国際空港危機管理官室 

防 災 船 リ オ 

大 阪 府 知 事 
（大阪府危機管理室災害対策課） 

その他航空会社 

大阪府危機管理室 
（ 消 防 保 安 課 ） 

大阪府保健医療室 
（ 医 療 対 策 課 ） 

ｸﾗｯｼｭﾎﾝによる通報 

ﾎｯﾄﾗｲﾝによる通報 

一般回線による通報 

消 防 庁 

■
 
第
４
編
 
事
故
等
災
害
応
急
対
策

 
■
 

第
２
節
 
航
空
災
害
応
急
対
策
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第３節 鉄道災害応急対策 

（関係機関：泉州南消防組合、泉佐野警察署、西日本旅客鉄道株式会社、南海電気鉄道株式会社） 
 

市は、鉄軌道事業者及び府、その他の防災関係機関と相互に連携して、列車の衝突等の大規

模事故による災害が発生した場合には、迅速かつ的確な応急対策を実施するものとする。 
 

１．情報収集伝達体制 【本部運営班】 

大規模事故の発生及びそれに伴う災害の状況等の情報収集伝達は、次により行う。 

（１）情報収集伝達経路 

ア．鉄道事業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）収集伝達事項 

ア．事故の概要 

イ．人的被害の状況等 

ウ．応急対策の活動状況、事故対策本部の設置状況等 

エ．応援の必要性 

オ．その他必要な事項 
 

２．鉄軌道事業者の災害応急対策 

鉄軌道事業者は、速やかに災害応急対策を実施する。 

（１）災害の拡大防止 

速やかに関係列車の非常停止の手配、乗客の避難誘導等の必要な措置を講ずる。 
 

（２）救助・救急活動 

事故発生直後における、負傷者の救助・救急活動を行う。 
 

（３）代替交通手段の確保 

他の路線への振り替え輸送、バス代行輸送等代替交通手段の確保に努める。 
 

（４）関係者等への情報伝達 

災害の状況、安否情報、医療機関の状況、施設の復旧状況などの情報を適切に関係者等へ

伝達する。 

泉佐野 

警察署 

 

 消防庁 
 
 

大
阪
府 

  
 

危
機
管
理
室 

 

 

 鉄 

 道 

 事 

 業 

 者 

 
 
 

 

 近 畿       

 

 運輸局 
 
 

泉佐野市 

泉州南 

消防組合 
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第４節 道路災害応急対策 

（関係機関：泉州南消防組合、西日本高速道路株式会社、阪神高速道路株式会社、大阪国道事務所） 

 

市は、道路管理者及び府、その他の防災関係機関は、道路構造物の被災に伴う大規模事

故又は重大な交通事故による災害が発生した場合には、相互に連携して、迅速かつ的確な

応急対策を実施する。 

 

１．情報収集伝達体制 【本部運営班】 

大規模事故の発生及びそれに伴う災害の状況等の情報収集伝達は、次により行う。 

（１）情報収集伝達経路 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）収集伝達事項 

ア．事故の概要 

イ．人的被害の状況等 

ウ．応急対策の活動状況、事故対策本部の設置状況等 

エ．応援の必要性 

オ．その他必要な事項 

 

２．道路管理者の災害応急対策 【本部運営班、道路公園班、環境衛生班】 

道路管理者は、速やかに災害応急対策を実施する。 

（１）災害の拡大防止 

速やかに被災者の避難誘導等の必要な措置を講ずる。 

 

 

府警察 
 
 

 

 消防庁 
 
 

 

 西日本高速道 

路株式会社 

 

 

 阪神高速道路 

 株式会社 

 

 

大阪府道路公社 

 

 

 近 畿       

 

 地 方       

 

 整備局 

 

 
 
 

 

大阪府 

 

道路環境課 

 

 

危機管理室 

 

危機管理室 

 

 
泉佐野市 
泉州南 

消防組合 
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（２）危険物等の流出対策 

他の防災関係機関と協力し、直ちに、防除活動、避難誘導を行い、危険物等による二次

災害の防止に努める。 

 

（３）救助・救急活動 

事故発生直後における、負傷者の救助・救急活動に協力する。 

 

（４）施設の応急復旧 

迅速かつ的確な障害物の除去、仮設等の応急復旧を行い、早期の交通確保に努める。 

 

（５）関係者等への情報伝達 

災害の状況、安否情報、医療機関の状況、施設の復旧状況などの情報を適切に関係者等

へ伝達する。 
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第５節 危険物等災害応急対策 

（関係機関：泉州南消防組合、泉佐野警察署、自衛隊、近畿地方整備局、大阪府ＬＰガス協会） 
 

市及び関係機関は、火災その他の災害に起因する危険物等災害の被害を最小限にとどめ、周辺

住民に対する危害防止を図る。 
 

１．危険物災害応急対策 【本部運営班】 

（１）通報連絡体制 

 事故の発生及びそれに伴う災害の状況等の通報は、次により行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（２）関係機関と密接な連絡をとるとともに、所管する危険物の安全管理、施設の使用停止等の

緊急措置を講ずる。 
 

（３）関係事業所の管理者、危険物保安監督者及び危険物取扱者等に対して、次に掲げる措置を

当該危険物施設の実態に応じて講ずるよう指導する。 

ア．災害の拡大を防止するための施設、設備の整備及び緊急措置要領の確立 

イ．危険物による災害発生時の自衛消防組織と活動要領の確立 

ウ．災害状況の把握と状況に応じた従業員、周辺地域住民に対する人命安全措置及び防災機

関との連携活動の確立 
 

（４）施設の管理責任者と密接な連絡を図り、災害の拡大を防止するための消防活動、負傷者等

の救出、警戒区域の設定、広報及び避難の指示等必要な応急対策を実施する。 

近畿地方整備局港湾空港部 

発 見 者 

関係事業所の管理者 

危 険 物 保 安 監 督 者 

危険物取扱者  等 

第 五 管 区 海 上 保 安 本 部 

隣 接 市 町 村 

港 湾 管 理 者 

漁 港 管 理 者 

泉 佐 野 市 

泉 州 南 消 防 組 合 

警 察 署 

大   阪   府       消  防  保  安  課         

大 阪 府 警 察 本 部 

陸上自衛隊第３師団 消 防 庁 

凡  例 

通常の通信系統 

  必要に応じての通信系統 
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２．高圧ガス災害応急対策 【本部運営班】 

（１）通報連絡体制 

 事故の発生及びそれに伴う災害の状況等の通報は、次により行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）施設の管理責任者と密接な連絡を図り、災害の拡大を防止するための消防活動、負傷者等

の救出、警戒区域の設定、広報及び避難の指示等必要な応急対策を実施する。 

 

（３）関係機関と密接な連携をとり、製造若しくは販売のための施設等の使用を一時停止すべき

ことを命じること、高圧ガスを取り扱う者に対し貯蔵・移動・消費等を一時禁止すること、

容器の所有者又は占有者に対し、その廃棄又は所在場所の変更を命じること等の緊急措置

を講ずる。 

凡  例 

   通常の通信系統 

  必要に応じての通信系統 

近畿地方整備局港湾空港部 

発 見 者 

高 圧 ガ ス 製 造 事 業 者 

高 圧 ガ ス 販 売 事 業 者 

高圧ガス貯蔵施設管理者  等 

第五管区海上保安本部 

隣 接 市 町 村 

中部近畿産業保安

監督部近畿支部 

泉 佐 野 市 

泉 州 南 消 防 組 合 

警 察 署 

   

大 阪 府 消防保安課 

 

大 阪 府 警 察 本 部 

陸 上 自 衛 隊 第 ３ 師 団 消 防 庁 

（一社）大阪府ＬＰガス協会等 
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３．火薬類災害応急対策 【本部運営班】 

（１）通報連絡体制 

 事故の発生及びそれに伴う災害の状況等の通報は、次により行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）施設の管理責任者と密接な連絡を図り、災害の拡大を防止するための消防活動、負傷者等

の救出、警戒区域の設定、広報及び避難の指示等必要な応急対策を実施する。 

（３）関係機関と密接な連携をとり、施設の使用停止等の必要な緊急措置を講ずる。 

 

４．毒物劇物災害応急対策 【本部運営班】 

 （１）通報連絡体制 

 事故の発生及びそれに伴う災害の状況等の通報は、次により行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

発 見 者 

火薬類製造事業者 

隣 接 市 町 村 泉 佐 野 市 

泉 州 南 消 防 組 合 

警 察 署 

大 阪 府 警 察 本 部 

陸上自衛隊第３師団 消 防 庁 

大阪府火薬類保安協会 
中部近畿産業保安

監督部近畿支部 
大阪府 消防保安課 

凡     例 

   通常の通信系統 

   必要に応じての通信系統  

近畿地方整備局港湾空港部 

発 見 者 
 

毒 劇 物 施 設 管 理 者 
第 五 管 区 海 上 保 安 本 部 

隣 接 市 町 村 

泉 佐 野 市 

泉 州 南 消 防 組 合 

警 察 署 

大 阪 府 警 察 本 部 

陸上自衛隊第３師団 大 阪 府 危 機 管 理 室 

凡  例 

   通常の通信系統 

  必要に応じての通信系統 

消 防 庁 

大 阪 府 薬 務 課 近 畿 厚 生 局 
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（２）施設の管理責任者と密接な連絡を図り、災害の拡大を防止するための消防活動、汚染区域

の拡大防止措置、負傷者等の救出、警戒区域の設定、広報及び避難の指示等必要な応急対

策を実施する。 

 

５．管理化学物質災害応急対策 【本部運営班】 

（１）通報連絡体制 

 事故の発生及びそれに伴う災害の状況等の通報は、次により行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）施設の管理責任者と密接な連絡を図り、災害の拡大を防止するための消防活動、汚

染区域の拡大防止措置、負傷者等の救出、警戒区域の設定、広報及び避難の指示等

必要な応急対策を実施する。 

 

（３）管理化学物質が流出し住民の健康に被害を及ぼすおそれがある際等は、管理化学物

質を取扱う施設の管理責任者に対し、被害の拡大防止等の応急措置を講じるよう指

示する。 

 

 

 

 

発 見 者 
 

管理化学物質取扱事業者 

隣 接 市 町 村 

泉 佐 野 市 

泉 州 南 消 防 組 合 

警 察 署 

大 阪 府 警 察 本 部 

大 阪 府 危 機 管 理 室 

大 阪 府 環 境 保 全 課 凡  例 

   通常の通信系統 

  必要に応じての通信系統 

近畿地方整備局港湾空港部 

第 五 管 区 海 上 保 安 本 部 
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第６節 高層建築物、市街地災害応急対策 

（関係機関：泉州南消防組合、泉佐野警察署、自衛隊、大阪管区気象台、大阪ガスネットワーク株式会

社、大阪府ＬＰガス協会、自主防災組織） 

 

高層建築物等の災害に対処するため、関係機関は、それぞれの態様に応じた防災に関する計

画に基づき、次の各種対策を実施する。 

市は、ガス漏れ事故及び火災等の事故に区分し、必要な措置又は対策を実施する。なお、人

命救助は、他の活動に優先して行う。 

 

１．通報連絡体制 【本部運営班】 

事故の発生及びそれに伴う災害の状況等の通報は、次により行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．ガス漏洩事故 【本部運営班】 

（１）消防活動体制の確立 

 

（２）ガス漏れ事故の発生箇所及び拡散範囲の推定 

 

（３）火災警戒区域の設定 

範囲は、地下街にあっては、原則として、当該地下街全体及びガス漏れ場所から半径 

100ｍ以上の地上部分に設定する。 

 

隣 接 市 町 村 

火 災 発 見 者 
  

施設管理者等 

大 阪 府 危 機 管 理 室 

消 防 庁 

泉 佐 野 市 
  

泉 州 南 消 防 組 合 

警 察 署 

大 阪 府 警 察 本 部 

陸 上 自 衛 隊 第 ３ 師 団 

凡    例 
   通常の通信系統 
   必要に応じての通信系統 
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（４）避難誘導 

避難経路、方向、避難先を明示し、危険箇所に要員を配置するなど、府警察等と協力し

て安全、迅速な避難誘導を行う。 

（５）救助・救急 

負傷者の有無の確認及びその速やかな救助活動並びに救護機関等と連携した負傷者の救

護搬送措置を行う。 

 

（６）ガスの供給遮断 

ア．ガスの供給遮断は、大阪ガスネットワーク株式会社（都市ガスの場合）、又は、一般社

団法人大阪府ＬＰガス協会が指定する通報事業所（ＬＰガスの場合）が行う。 

イ．大阪ガスネットワーク株式会社等の到着が、消防隊より相当遅れることが予測され、

かつ、広範囲にわたり多量のガス漏洩があり、緊急やむを得ないと認められるとき

は、消防隊がガスの供給を遮断することができる。この場合、直ちに、その旨を大阪

ガスネットワーク株式会社等に連絡する。 

 

３．火災等 【本部運営班】 

（１）火災の警戒 

ア．火災気象通報 

大阪管区気象台は、気象の状況が火災の予防上危険であると認めるときは、知事に通報

する。知事は市長に伝達する。 

通報基準は、大阪管区気象台が定めた「乾燥注意報」及び「強風注意報」の発表基準と同

一とする。 

ただし、通報基準に該当する場合であっても、降雨、降雪を予想している場合には火災気

象通報として通報しないことがある。 

イ．火災警報 

市長は、知事から火災気象通報を受けたとき又は火災警報の発令基準に該当したとき

は、必要により火災警報を発令する。 

ウ．火の使用制限 

警報が発令された区域内にいる者は、警報が解除されるまで、条例で定める火の使用の

制限に従う。 

エ．住民への周知 

市は、市防災行政無線、広報車、警鐘、航空機などを利用し、又は状況に応じて自主防

災組織などの住民組織と連携して、住民に警報を周知する。周知にあたっては、避難行動

要支援者に配慮する。 

 

（２）消火・救助・救急 

消防機関は、災害の状況に応じ次の消火・救助・救急措置を実施する。 

ア．救助活動体制の早期確立と出場小隊の任務分担 

イ．活動時における情報収集、連絡 
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ウ．排煙、進入時等における資機材の活用対策 

エ．高層建築物、地下街等の消防用設備の活用 

オ．高層建築物における屋上緊急離着陸場等の活用 

カ．浸水、水損防止対策 

 

４．広域応援体制 【本部運営班】 

市は、市街地における火災が延焼・拡大し、市単独では十分に火災防御活動が実施できな

い場合には、隣接市町村、府、府警察などに応援を要請し、相互に緊密な連携を図りながら

消火・救助・救急活動を実施する。海水を利用した消火活動を実施する場合は、必要に応

じ、第五管区海上保安本部に応援を要請する。 
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第７節 林野火災応急対策 

（関係機関：泉州南消防組合、泉佐野警察署、自衛隊、泉州農と緑の総合事務所、大阪管区気象台、泉

佐野市林業振興協議会、消防団、自主防災組織） 
 

市及び関係機関は、大規模な火災が発生した場合には相互に連携を図り、迅速かつ的確に消火

活動等を実施するものとする。 

林野における大規模な火災が発生した場合には、関係機関は、迅速かつ組織的に対処し人家被

害、森林資源の焼失等の軽減を図るものとする。 
 

１．火災通報等 【本部運営班】 

（１）通報基準 

市は、火災の規模等が府の定める通報基準に達したとき、又は特に必要と認めるときは、

府に即報を行う。その後 1 時間ごとに状況を通報する。 

ア．焼損面積 5ha 以上と推定される場合 

イ．覚知後 3時間を経過しても鎮火できない場合 

ウ．空中消火を要請する場合 

エ．住家等へ延焼するおそれがある等社会的に影響度が高い場合 

（２）通報連絡体制 

 

図 伝達経路 

火災発見者 

泉 佐 野 市 

泉州南消防組合 

②森林管理事務所 

森林組合等 

 消防団 

大阪府 泉州農と緑の総合事務所 

大阪府みどり・都市環境室 

近畿中国森林管理局 

大阪府危機管理室 

消防庁 

隣接市町村 

警察署 

大阪府警察本部 

陸上自衛隊第３師団 

凡例 

① 民有林（府営林を含む）の場合 

② 国有林の場合 

 通常の通信系統 

必要に応じての通信系統 

① 

② 
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２．活動体制 【本部運営班、農水班】 

林野火災の規模に応じた本部体制をとり、火災防御活動を行う。 

（１）組織体制 

ア．現地指揮本部の設置 

イ．市現地対策本部の設置 

ウ．市林野火災対策本部等の設置 

エ．災害対策本部の設置 

 

（２）活動内容 

市及び消防機関は、災害状況に応じ次の消火等の応急措置を実施する。 

ア．林野火災発生の通報があった場合、直ちに現地指揮本部を設置し、泉佐野警察等関係機関

と連携協力して、火災防御活動を行う。 

イ．火災の規模等が通報基準に達したとき、府に即報を行う。 

ウ．火災が拡大し、市単独では十分に対処できないと判断するときは、応援協定等に基づく隣

接市町村等への応援出動準備の要請を行う。 

 

（３）応援体制の整備 

ア．航空消防応援協定 

林野における火災は、全般的に地理的条件が悪く、消防活動は極めて困難である場合が多

いため、必要がある場合は航空消防応援協定に基づき、へリコプタ－を情報の収集、作戦指

揮、初期消火等の林野火災の立体的消火作戦に活用する。 

イ．阪和林野火災消防相互応援協定 

林野における火災は、非常に広域的で、市単独では十分に対処できないと判断するときは、

阪和林野火災消防相互応援協定に基づき、関係市町村は相互に情報交換を行うとともに消防

活動の連携を図る。 

ウ．現地対策本部の設置 

(ｱ) 隣接市町村等に応援要請を行った場合、発災地に現地対策本部を設置する。 

(ｲ) 応援隊、飛火警戒隊、補給隊等を編成する。 

(ｳ) 警戒区域、交通規制区域を指定する。 

(ｴ) 消防庁に対する広域航空消防の応援要請、自衛隊に対する派遣要請について検討する。 

 

３．火災の警戒 【本部運営班、農水班】 

（１）火災気象通報 

大阪管区気象台は、気象の状況が火災の予防上危険であると認めるときは、知事に通

報する。知事は市長に伝達する。 

通報基準は、大阪管区気象台が定めた「乾燥注意報」及び「強風注意報」の発表基準と

同一とする。 

ただし、通報基準に該当する場合であっても、降雨、降雪を予想している場合には火災

気象通報として通報しないことがある。 
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（２）火災警報 

市は、知事から火災気象通報を受けたとき又は火災警報の発令基準に該当したときは、必

要により火災警報を発令する。 

 

（３）火の使用制限 

警報が発令された区域内にいる者は、警報が解除されるまで、条例で定める火の使用の制

限に従う。 

 

（４）住民への周知 

市は、市防災行政無線、広報車、警鐘、航空機などを利用し、又は状況に応じて自主防災

組織などの住民組織と連携して、住民に警報を周知する。周知にあたっては、避難行動要支

援者に配慮する。 
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